
（平成２２年８月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認島根地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



島根国民年金 事案 375 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年６月から 46年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年６月から 46 年９月まで 

私が 20 歳になった際、当時、私は仕事が忙しかったので、私の母が私

に代わり国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ってくれた。私の母

は、お金に関しては几
き

帳面な性格であったので、保険料を納付していな

いとは考えられない。申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 16 か月と比較的短期間である上、申立人は、申立期間を除く

国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

また、特殊台帳から、申立人は、昭和 46 年 10 月から 47 年６月までの国

民年金保険料を 49 年９月 27 日に特例納付したことが確認でき、その納付

額は本来 8,100円であるところ、5,400円と誤った金額が記録されている上、

申立期間直後の期間である 46 年 10 月から 47 年３月までの国民年金保険料

については特例納付により納付済と記録されるべきところ、未納と記録さ

れているため、オンライン記録上の当該期間の納付記録についても平成 22

年３月に記録訂正が行われるまでの間は未納期間として記録されていたこ

とが確認できるなど、当時の行政側の記録管理が適切に行われていなかっ

た状況がうかがえる。 

さらに、法令上、特例納付は先に経過した期間から納付するとされてい

ることから、昭和 46 年 10 月から 47 年６月までの国民年金保険料を特例納

付した 49 年９月 27 日時点では、申立期間の国民年金保険料は既に納付さ

れていたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 45 年６月か

ら 46 年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。



島根国民年金 事案376 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成14年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年１月から同年３月まで 

    夫が平成14年１月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失したので、

夫の国民年金の加入手続と私の国民年金被保険者資格を第３号被保険者

から第１号被保険者へ切り替える種別変更の手続を同時に行った。 

申立期間の国民年金保険料は、夫の分と併せ夫婦二人分の保険料を納付

しているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間について、申立人の夫は、申立期間を含むすべての国民年金加入期

間について国民年金保険料を納付しており、夫婦の納付意識は高かったこと

がうかがえる。 

また、申立人は、申立人の夫がＡ事業所を退職後しばらくして（平成14年

７月ごろ）、夫と一緒にＢ市区町村へ行き、夫の国民年金加入手続と申立人自

身の国民年金被保険者資格の種別変更手続を行ったとしているところ、Ｂ市

区町村の国民年金オンラインシステムから、申立人の夫の国民年金加入手続

及び、申立人の国民年金被保険者資格の種別変更手続が、平成14年７月２日

に行われたことが確認でき、申立人の供述と符合する。 

さらに、申立人の夫の国民年金被保険者資格の取得日を厚生年金保険被保

険者資格の喪失日である平成14年１月１日とし、申立人の国民年金被保険者

資格の種別変更日も本来であれば同年１月１日とすべきであったにもかかわ

らず、種別変更日は同年４月１日とされた上、Ｂ市区町村の国民年金オンラ

インシステムの記録では、申立期間が第３号被保険者期間と記録されていた

ことが確認できるところ、同年９月25日に、第１号被保険者の資格取得日を

同年４月１日から同年１月１日に変更したため、申立期間が第３号被保険者

期間から第１号被保険者期間に記録訂正が行われたことが、Ｂ市区町村の保

管する国民年金被保険者名簿から確認できる。 



加えて、当該記録訂正は、Ｂ市区町村が管轄社会保険事務所（当時）に夫

の厚生年金保険被保険者資格喪失日を確認し、訂正したものと推認でき、Ｂ

市区町村は、「当時、記録の訂正を行った場合は、翌月の10日までに管轄社会

保険事務所に進達を行っていた。」と回答しており、管轄年金事務所は、時効

が到来していない期間の記録訂正においては、過年度納付書を発行していた

と回答しているところ、申立人が申立期間の保険料として納付したと供述す

る３万9,900円は、申立期間の保険料額と一致しているなど申立人の供述内容

に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



島根厚生年金 事案 428 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、すべての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年４月ごろから同年 10月ごろまで 

             ② 昭和 25年 10月ごろから同年 12 月 25日まで 

             ③ 昭和 26年４月 24日から同年８月８日まで 

             ④ 昭和 26年８月９日から同年 10月１日まで 

             ⑤ 昭和 26年 10月 11日から同年 12月５日まで 

             ⑥ 昭和 28年４月ごろから同年 11月ごろまで 

             ⑦ 昭和 28年 11月ごろから同年 12月ごろまで 

    昭和 25 年４月ごろから 38 年 12 月までの間はＡ社に勤務したが、その

間に同社の各出張所において、Ｂ職種として従事していた。 

申立期間については、Ａ社の各出張所（申立期間①及び申立期間⑦は同

社Ｃ出張所、申立期間②は同社Ｄ出張所、申立期間③は同社Ｅ出張所、申

立期間④は同社Ｆ出張所、申立期間⑤は同社Ｇ出張所、申立期間⑥は同社

Ｈ出張所）で勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録

が無い。 

    すべての申立期間について、当時の複数の同僚が私の勤務実態について

供述している上、備忘録、同僚等と一緒に撮影した集合写真及び、Ａ社な

どが私の実家あてに送付した郵便物を保管しており、同社の各出張所での

勤務実態の証拠になると考えるので、すべての申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

すべての申立期間について、申立人が提出した備忘録、昭和 26 年７月に

Ａ社Ｅ出張所で撮影されたとする集合写真、申立人の各出張所の勤務内容に

係る詳細な供述及び同僚の供述から、勤務期間及びＡ社の具体的な出張所は

特定できないものの、申立人が同社の各出張所に勤務していたことは推認で

きる。 



しかしながら、厚生年金保険適用事業所名簿によると、申立期間①及び⑦

に係るＡ社Ｃ出張所は、昭和 25 年 11 月 26 日から 26 年６月１日までの期間

が厚生年金保険の適用事業所となっており、両申立期間については、厚生年

金保険の適用事業所でなかったことが確認できるとともに、申立期間②から

⑥までの期間に係るＡ社の各出張所は、当時から現在までの期間において、

厚生年金保険の適用事業所でなかったことが確認できる。 

また、申立期間③当時において、Ａ社Ｅ出張所で撮影されたとする集合写

真に写っている同僚で氏名が特定できた 18 人について、Ａ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において、同社の本社採用であるとうかがえる３

人は、申立期間③を含むすべての申立期間において、同社本社にて厚生年金

保険の被保険者記録が確認できるが、残る 15 人は、申立期間③において、厚

生年金保険の被保険者記録が無い。 

さらに、Ａ社は、「すべての申立期間について、当時の資料は保管しておら

ず、詳細は不明だが、当時、当社各出張所の現場従業員は、当社各出張所で

採用し、厚生年金保険の加入についても当社各出張所で手続を行っており、

厚生年金保険に加入させていない現場従業員もいた。」と回答しているところ、

申立人が同郷の出身で一緒の班に所属し、同社各出張所を一緒に移動してい

たとして名前を挙げた複数の同僚についても、前述の被保険者名簿に氏名が

確認できないことなどから、すべての申立期間当時、同社は、必ずしもすべ

ての従業員までは、厚生年金保険に加入させていない状況がうかがえる。 

加えて、Ａ社本社及び各出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

に、すべての申立期間において申立人の氏名は確認できず、健康保険の整理

番号に欠番も認められないことから、申立人に係る厚生年金保険の被保険者

記録の欠落をうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人がすべての申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無

い上、保険料控除を推認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間の厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



島根厚生年金 事案 429（事案 184の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、すべての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年４月から 24年５月まで 

             ② 昭和 24年５月から同年８月まで 

             ③ 昭和 24年８月から同年 10月まで 

             ④ 昭和 24年 10月から同年 12月まで 

             ⑤ 昭和 25年１月から 26年２月まで 

             ⑥ 昭和 26年３月から同年６月まで 

             ⑦ 昭和 26年９月から 28年 10月まで 

             ⑧ 昭和 29年１月から 31年３月まで 

    すべての申立期間について、Ａ社の各出張所等（申立期間①は同社Ｂ出

張所、申立期間②は同社Ｃ出張所、申立期間③は同社Ｄ出張所、申立期間

④は同社Ｅ出張所、申立期間⑤は同社Ｆ現場、申立期間⑥及び⑦は同社Ｇ

出張所、申立期間⑧は同社Ｈ出張所）において、Ｉ職種として従事してい

た。 

    Ａ社の各出張所に勤務して、同僚と同じように業務に従事していたこと

は事実であり、私だけが厚生年金保険に加入していないとは考えられない。 

    今回、同僚がＡ社の各出張所において一緒に勤務していた事実を供述し

てくれる上、新たな資料として、同社Ｇ出張所で撮影した集合写真を提出

するので、すべての申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

すべての申立期間に係る申立てについて、ⅰ）同僚の供述から、勤務期間

は特定できないものの、申立人がＡ社各出張所等に勤務していたことは推認

できるが、申立期間①については、厚生年金保険適用事業所名簿から、Ａ社

Ｂ出張所は、申立期間①のうち昭和 22 年４月から 23 年６月１日までの期間



において、厚生年金保険の適用事業所でなかったことが確認できる上、同社

Ｂ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の氏名

が無く、健康保険の整理番号に欠番も見当たらないこと、ⅱ）申立期間②か

ら⑧までの期間については、厚生年金保険適用事業所名簿から、同社の各出

張所は、それぞれの申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所でなかったこ

とが確認できることなどから判断すると、申立人は、すべての申立期間につ

いて、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を各事業主により給与か

ら控除されていたと認めることができないとして、既に当委員会の決定に

基づき、平成 21 年３月 10 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

今回、申立人の供述並びに、申立人が名前を挙げた同僚及び昭和 26年７

月にＡ社Ｇ出張所で撮影されたとする集合写真に写った同僚の供述から、勤

務期間及びＡ社の具体的な出張所は特定できないものの、申立人が同社各

出張所に勤務していたことは推認できるが、申立人は「すべての申立期間

について、Ａ社本社の採用ではなく、勤務地を移動する都度、同社各出張所

で採用されていた。」と供述しているところ、前述の集合写真に写っている同

僚で氏名が特定できた 18人について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、同社の本社採用であるとうかがえる３人は、すべての申

立期間について、同社本社における厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

るが、残る 15 人は、昭和 26 年３月から同年６月までの期間（申立期間⑥）

については同社における厚生年金保険被保険者記録は無く、26年９月から 28

年 10月までの期間（申立期間⑦）のうち 27 年２月から同年 11月までの期間

において、15 人のうち 13 人は、同社出張所（Ｊ市区町村）における厚生年

金保険被保険者記録は有るが、そのうちの４人は、当時、当該出張所には申

立人と一緒に勤務していないと供述している。 

また、Ａ社は、「すべての申立期間について、当時の資料は保管しておらず、

詳細は不明だが、当時、当社各出張所の現場従業員は、当社各出張所で採用

し、厚生年金保険の加入についても当社各出張所で手続を行っており、厚生

年金保険に加入させていない現場従業員もいた。」と回答しているところ、申

立人が名前を挙げた同僚についても、前述の被保険者名簿に氏名を確認する

ことができないことなどから、すべての申立期間当時、同社は、必ずしもす

べての従業員までは、厚生年金保険に加入させていない状況がうかがえる上、

申立人が厚生年金保険に加入し、すべての申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等

の資料は無く、保険料控除を推認できる関連資料や供述を得ることができ

ない。 

このほか、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間の厚

生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。



                    

  

島根厚生年金 事案 430（事案 195 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年５月 21 日から 63 年 12 月 21 日まで 

昭和 56 年２月 20 日から 63 年 12 月 21 日までの期間、Ａ社（現在は、

Ｂ社Ｃ）Ｄ支店にＥ職種として勤務したが、勤務期間のうち、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者記録が無いことに納得できない。 

今回の再申立てに当たり、申立期間当時の同僚が新たに判明し、私の勤

務実態等について供述してくれるので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）雇用保険の被保険者記録などから、

申立人が申立期間においてＡ社Ｄ支店に勤務していたことが確認できないこ

と、ⅱ）オンライン記録から、申立人は、申立期間において国民年金に加入

し、保険料を納付していることが確認できる上、Ｆ市区町村の記録から、国

民健康保険に加入していることが確認できること、ⅲ）申立人は、申立期間

当時の勤務実態等について、「１日の勤務時間が５時間で、正規職員だった。」

と主張しているところ、Ｂ社が保管する労働者名簿に、申立人は昭和 56 年２

月 20 日に雇用され、57 年５月 20 日に退職した旨が記録されており、同社は、

「アルバイトに係る労働者名簿は保管していないため詳細は不明だが、申立

人は申立期間当時アルバイトであったと思われる。Ｅ職種の雇用形態には２

種類あり、正規職員は社会保険にすべて加入させているが、Ｇ業務のみのア

ルバイト（不定期雇用）は社会保険に加入させていない。」旨を回答している

こと、ⅳ）Ａ社Ｄ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚のうち、

回答を得ることができたＥ職種の二人は「申立人の名前に聞き覚えがない。」

と回答していることなどから判断すると、申立人は、申立期間について、厚

生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除され



                    

  

ていたと認めることはできないとして、既に当委員会の決定に基づき、平成

21 年４月 15 日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

今回、申立人が再申立てに当たり新たに名前を挙げた同僚（一人）から、

申立人の申立期間当時の勤務実態、厚生年金保険の加入状況、厚生年金保険

料の控除等について聴取したところ、当該同僚は、「申立期間中、申立事業所

において申立人と一緒に勤務したが、申立人の雇用形態や厚生年金保険料の

控除の有無等については、不明である。」と回答しており、申立人が申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる

新たな供述を得ることができない。 

このほか、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

島根厚生年金 事案 431 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 40 年１月 10 日から 45 年３月 31 日まで 

昭和 40 年１月 10 日から 45 年３月 31 日までＡ社に勤務したが、その期

間について脱退手当金が支給された記録となっているが、私は、脱退手当

金を請求した記憶も受給した記憶もないので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記録されている被保険者

のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日（昭和 45 年３月 31 日）

の前後２年以内に同資格を喪失した女性の被保険者で、同社で受給資格を満

たした者のうち、脱退手当金の支給記録が有る者は５人で、その全員が被保

険者資格の喪失日から４か月以内に脱退手当金の支給決定を受けていること

が確認できる。 

また、事業主は、「当時の担当者は退職しており、詳細は不明であるが、脱

退手当金に関する説明は、従業員から退職希望の申出があった際に口頭で行

っていた。脱退手当金は、代理請求及び代理受領を行い、脱退手当金として

支払っていた。」と回答していることを踏まえると、申立人についても、事業

主による代理請求が行われたものと考えられる。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、脱退手当金が支給された

ことを示す「脱」の表示が確認できるとともに、申立期間の脱退手当金は支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪

失日から約１か月後の昭和 45 年５月４日に支給決定されているなど、脱退手

当金の支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶がないという

ほかに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



                    

  

島根厚生年金 事案 432 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 29 年６月３日から 36 年５月１日まで 

昭和 29 年６月３日から 36 年５月１日までＡ社に勤務したが、その期間

について脱退手当金が支給された記録となっているが、私は、脱退手当金

を請求した記憶も受給した記憶もないので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記録されている被保険

者のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日（昭和 36 年５月１日）

の前後２年以内に同資格を喪失した女性の被保険者で、同社で受給資格を満

たした者のうち、脱退手当金の支給記録が有る者は４人で、その全員が被保

険者資格の喪失日から６か月以内に脱退手当金の支給決定を受けていること

が確認できる。 

また、当該被保険者名簿に、脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の

表示が確認できるとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤り

は無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後

の昭和 36 年７月 13 日に支給決定されているほか、申立人の厚生年金保険被

保険者台帳（旧台帳）に、同年５月 25 日に、脱退手当金の算定のために必要

となる標準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該脱退手当金を裁定した

社会保険事務所（当時）に回答した旨の記載が確認できるなど、脱退手当金

の支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶がないという

ほかに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


